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穣立方式の公的年金は、

る)若年期や高齢期の

しゃ外生的収謎率的もとでは(定常状態におけ

を縮小させ (Abel1985)、生渡期待効用を高める

(Eckstein et al. 1985)、②子供全員の相続や内生的資本収益率のもとでも、法

保険料率が若年鶏や高齢期のi背養分散を縮小させる (Chu1987) といわれている。

本語で辻賦課方式の公的年金と長寿社会型遺産行動(鐘命持の均分相続、長寿時

の選別格襲)の経済を想定し、 CD高f呆験料率時の所得格差が器保験料率時の所得格

より大きい、舎詩得格差を縮小する方法として語読税が考躍される場合、 f聡係論

料率では前期遺患に護課税、高保隣料率では後期遺患に護課税すべきである、とい

う結果を得た。 φの理由は、親の(資産を含む)所得が選別語読されて子供の若年

期の所得格裁が生じるが、これが高い資本収主主主義や所得比例の年金によって子供の

高齢期までつながるからである。

1 .はじめに

本稿の目的は、将来の高保険料率の社会において、高齢者の世代内所詩(資産を

含む所得で、以下でほ携帯と称する)格義が拡大する可語性を治すことである。所

得格畿の拡大メカニズムは次のようである。緩i立、賦課方式年金での高い資本校益

による大きな貯護資産のf也に年金をもらう。長寿する親は、子洪速の行動をみ

ながら選別的に遺産を建す。これで後らの子供世代の若年期に所帯諮差が生じるが、

この格差が所得比例年金や高い資本収主主主撃で子供世代の高齢期まで響く。

をもたらす 2大要因として、選JJU相続と斌諜方式年金での資本.q又益率に闘してい

る。外生的に決まる年金収益率辻、 2つの要因による所得格差を調整する効果を持

Jコ。

Abel (1985) は、遺産がなく賃金や資本認識率が外生前 まる経濯で、
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収益率が人口増加率より小さいとさ CR<n)、高い(積立方式の)保険料率が若年

期や高齢期の消費分散を縮小させると主張する。 Chu(1987) も子供全員への遺産

樟競と内生的立決まる資本収益率のもとで、稚い(積立方式の〉保険料率が高齢期

の泊費分散を結小させると主張する。また、 Chuは探検料率の増加マ高齢期の地

費分散が減少から増加に報じることを確認し、 Abel(1985)の主張を部分的に弱

めているが、器保F食料率より高保険料率のもとで消費分散が大きいことは確認して

いない。さらに、高保険料率のもとで戸約尋(=消費)格差が大きくなることを

している。

分析の棒組みからみて本稿とま接約な関係を持つ以上の研究の龍に、 Deaton-

Paxson (1994)は、高齢期の設代内舟得格差が若年期のそれより大きいことを理

と実証のR時埼麗でで、確認している o De鉛a抗to叩n-子一

Income. Hypo仕也le剖sis)カか冶ら得られる f向時鶏に生まれたコ一ホ一ト内のi消肖費.所得

の不玉平F等が加齢iにこよつて土増議加し、 o奇襲分散で詰IJった〉同不平等が時識とともに増

加するJ という予概を検証したあと、理論的な解釈を試みている c アメリ y号、イギ

リス、台湾のコ…ホートデータ〈家計調査〉による回簿分析結果辻、高齢期の世代

内の所得不平等が加齢によってアメリカで辻増加、イギリスや台湾では横這いか若

干減少していることを確認している。またアメリカや台湾で、間不平等が時需の経

過によって増加していることも確認している。本稿との相違点は、遺産動機による

世代関所樗移転が不平等に与える効巣の分析が考基妻、されていない点と、高齢者の世

代内所得不平等の時障にともなう変化(本轄では、保険料率の変化)を分析してい

る点である。

1には、本稿で想、定する遺産行動が整理されている。これは Abel(1989)が

提示した選知利他主義的 (selectivelyaltruistid選好を、均分梧畿の法手挙制約と

表 2つの遺産行動

格続決定背景 j親の寿命 i相続パターン 遺援の配分

遺言 短命 l 選別格統

遺言 長寿

法律 l緩命

途言慣習; 長寿 [ 

貌の選好、制約

選別利他主義

Abel (1989) 

均分相続制約下

の選別利他主義

主主) 乱金子供、 m:相続する子、 bd
(げ):綴命(長翼手)時の籾車交するそi-l人当た号君主緩
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関連付けたもので幻.この遺産行動を考える理由には 2つある。第 l立遺言による

相続がー較的である欧米と違って、日本では法律による栢続〈通常、均分相続〉が

多い。第 2に親の年齢が高いほどチ宗家挟との間諮率が高く、間程しないときに

も親族l二世話してもらう場合が多い。当然、関語する子供や註詩人が遠藤配分で愛

される(総務庁1991-野口別2)て現在の日本で、同議遂行動か支配的であるかど

うかは明言できない。都会か舎かによってさをがあるし、年齢器級別iニ遺産動機が

相輿なるからである。しかし、定常状態経請を分析するモデルでは向遺産行動が長

期約にみて現れるものであれ江十分で、あるから、現在支配的であるかどうか

ではない。

本稿の問題意議と関連し、時本とアメリカの高齢者の経済的地f立を欝惑に調べよ

う。日本の場合、①高齢者世帯の所得格差培、若年者世帯の所得轄さをより大きい。

舎1984年に比べ1989年で、は、ジニ諜数で測定した高齢語期 (60-69議〉の所得不平

等度が縮小した。しかし、高齢f糊月 (70裁誌上)では間不平等援が拡大した。この

結果、高齢者の加齢はよる所得不平等度が拡大したて③変動保数で測定した

60-64歳震での年金受給者(男)の所得不平等震は、 1986年に比べ1992年では議小

した。しかし、仕事に就いていない年金受給者の所得不平等度は智子拡大した7)

岳ジニ様数で測定した高齢者堂懇の資産不平等度辻、若年者註帯の資産不平等喪よ

り小さいが、 1984年に比べ1989年では関不平等度が拡大したて③間諮率缶下じよ

る高齢者単独または夫婦世帯の増加が、高齢者世菩誌もちろん金堂撃の所得不平等

度を拡大させている。また、人口構造の高年齢化が全世替の所得不平等援を拡大さ

せている。@高齢者の貯蓄率がブ。ラスであることが遺藤の増加はつながると、こ

の増大した遺産省?受行設った若年者の所得・資躍の梧裁を拡大させる恐れがある。

さらにその世代が高齢者になった場合、年金受給額や貯蓄の格差を通じて所得・資

産格差をもたらす可能性がある 10)

メリカの場合 、①1979年から1984年の間に高齢者の所得格差が拡大した。理

由は、就業主与の低下にもかかわらず私的年金の増加などで資産梅遣をが広がったから

である。②1980年代の消費格差 o奇襲分散で誠定)辻、 60歳台前半壊(1980年時

点)が1986年をどークに1990年まで縮小し、 60議台後半層(問}が1984年以降縮小

している (1989年除外)0

以下、第 2第で基本モデルの概襲、第 3節で和綾税導入時の変北を説明し、第 4

シミュレーションで、辻前節で千尋た分新結果の定量的意味を確認し、結論をまと

める。
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2.賦課方式年金十長寿社会型遺産行動

2.1 選苦言鵜他主義

親は、生涯効票関数(1)式を最大北する O 効用関数U(・)辻、加法分離、 U'>O、

U"<Oの性質を;持たす盟関数である。 2期首に n人の子供を謹んで、そのう

ちm人を相統人とする「選別利他主義J 選好を持っている (m<n)。議室課方式の

公的年金のもと 、親は第 1期(若年期)に所得(Y=w-l-B)から年金保険料

(zy) を払って、第 2期〈高齢窺〉に年金(zYn/(1-p))をもらう oWは賃金、

Bは遺産、 zは年金保険料率、 ρ辻時間選野率、 plま親が第 2期首に死亡する確率、

Rは資本収益率、 C1'ま第 1期i奇襲、 CzIま第 2期諸費である。 nは出生率または人口

増加率(二n-l)とも解釈できる。

(1) Max[じ(C1)十pρmV{R((1-z)Y -C1) /叶

一(l-pM13x{じ(C2)+m V (R ((1-z) Y -C1) -i-zYn/ (1ーがーも)/m}J

印式の ppmV{R((l-z)Y -C1) /n}辻、親が短命時に残す遺豪からの効用を表

す墳で、 1人当たりの遺産額 R((1-z)Y-C1)/nの関数になっている。また印式

の第 2エ衰の(1-p)p"mV(沢((1 -z) Y -C1 )十zYn/(1ーが -Cz)/mは、親が長寿

時に残す遺産からの強患を表す墳で、 l人当たりの遺議額 R((l-z)Y…C1)今

zYn/{1ーが -Cz)/mの関数である o つまり、短命特にl立法棒に従い子供全員立

均分相続が起こるが、長寿時には離の遊好でm人に選別相続が組こると想定され

る。鑓命時の遺産は資本所痔だけであるが、長寿時め遺産辻これに年金給付が加算

され、そして殺の第 2鰐諸費が差し引かれる。長寿時の桔綾が2鶏蓄の生存贈与の

形になっているのは、若年期の諸費・貯蓄決定時の所簿の不確実-1全をなくすためで

ある G

2つの遺産iま前者が意図せざる遺産、後者が意図的遺産である。これらの 2

ない利己主義経済がAbel(1985)の窓式fとであり、そして n=m=lとn/(l-

p)ェ Rの関係を持ち、競の寿命パタ…ンと無関諜に子f共全員が遺産を和紙し、護

立方式の年金が考慮、される経誇がChu(1987)の定式fとである。また、 V(・)の

argumentが遺躍で誌なく子棋の最適消費、 nの代わりに m、公的年金の代わりに

保険数理〈不)公平年金が考Eまされる経済がAbel(1989)である o Barro (1974) 

の中立命題は、 Abel(1989)の定式化からは導かれるが、印式からは導かれない。
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これは、 joy of givingのま主式化が持つ長所の数種解へのアクセスを詰指し
14) 

ているからである Q 

ここでじト〉、 V(斗を U(C)=Cト(1 y)、V(C)= 8Bl-γ/(1 刊の Berg-

son裂として特定化する o 8/ま遺産動機のパラメーター、 8=0は利己主報、。く11立

自分の効用を子棋のそれより優先する意味でみる。 Bel1manの最適化臆見IH:.従い

(1)式を後ろから解くと、第 2期の評価関数は(2)式のように書ける。 S

((I z a) Y)である O

(2) V(I) (C2) -o-m V ((I -Cz) / m口、 zYn/(Iーが

(2)式をむト)， V(・〉に撰する言立の仮定のドで解いて、最適解C2*が内点解として

得られると C2*

関棒、を持つ。

(3) (1…b) 

もし 8 1で、自

のように書ける。第 2鶏 i句blまm、0と(3)式の

。
と遺産からの効用が問じであれば、 b=l/(l十m)になる O

(3)式から bが保険料率 Zと組立なので、 C2*=bIを(2)式に代入し(3)式を利用すると

(4)式が簿られる o (4)式を印式;二代入すると、最大イヒ問題は(1)'式になる。

(4) V(I)=b-γ(1…γ〉

F
 )
 

τeA 
{
 

rt (Y;z) (1ーγ)-'-pρme{R( Y-C1)/n}l-r/(1 γ) 

(I -p)ρbγ{豆((I-z) Y -C1)十zYn/(l-p) }I-r / (1-γ) 

γ>0の場合、 の問的関数が凹関数で、内点解を のは明らかである。 cに

ついて徴分した結果と、最i議解 C1がYに比例するという C1=aY (aは第 l期の

平均消費性向)の関保を料道し(5)式を得る。この式は、生涯効罵最大化から簿ら札

るaと豆;二欝する非鱗形連立方程式である。 (5)'式辻、 t

読さ容に依存することを濃じといる。

(5) aγェpp'm/n-IJ( 註)/n)-γR，-r十R(1-p)ρかr{ま十zn/(l-p)}-r 

士十 1鶏の資本~又

お)' atγ=pρ・m/n・e((l-z-at)/n) -rRt+ll-r吋Rt+l(1…p)ρb…γ・{Rt+l(l-z-at) + 

zn/ (l-p)}一γ

2.2 再生前要業儒棒

労動力と貯蓄からなる咲絵欝をみよう。まず、

来鶏の労欝者数辻 n詩人でみる o 全家許貯蓄 f(l-bz 

N入とすると、

YtdFt (Yt) = (I -bz-
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at)I¥Ytは、 (5)'式の atとY之の独立関保から待たものである。ここで Ft(Yt) はYt

の条件付き密裏関数、 Ytは年金以外の集計所得もの平均で、ある c 集計貯蓄は若年

者からの(1 at)NYtで、 t+1期の資本になる。若年議が行う集計貯蓄が

bz at) NYtになることを説明しよう。議論を欝単にするため次めように仮定する。

若年者の総所帯百三;之、労働所簿と親から としてもらう資本所書からなって

いる。ここで親子聞の所得移転が起こる。若年者から高齢者への年金給付が zN弘、

高齢者から若年者への遺産(年金の一部)がな-b)zNYtl"、若年者から高齢者へ

の総移転は、 u、JYt-(1-b) zNYt =bzNYtになる。このことを考醸して、

が払う集計年金保険料がbzNYであると定式fとする。

同年金遺産へ説率tの相続課貌(第 3節で議論)が行われる場合、麓4又t(l-b)

zNYtの金額が同期の若年者に移転されるとすると、若年者から高齢者への絡移転

注相統課視がないときと変わらないa

コブ=ダグラス室生産関数F(K，L)=KaNl-aを考えると、 tωト1揺の金生産

(Ot+l)は(6)式、資本収益率は完全競争要素市場の慌定から資本の諜界生陸散で決ま

る(7式)。

(6) 0t+1 (nN) J-a((l-bz-at) Nyt)aニ設J-aN(l…bz-at)

(7) Rt+1ココαnJ-a(l-bz-at)

次に、 t十1期の全若年者の総饗素所簿者求めよう。これは、全労働昨縛(1-α)

01+1と競からもらう全資本所簿 αOt+l(1 +bp)で構成される。この資本所需は、

裁が殻命時の意龍せざる遺産(αOt村 p)と、長寿時の意国的遺産(αOt+1(l-p) (1-

b) )の許である。従って、士十l期の金若年者の総要素所持(nNYt+1二二 (1 必O山+

αO出 (l-b十bp))を、 (6)式を科期して書き と(8)式になる。

(8) 二 n-a(l-bz一 '[1'-bα(l…p)J 

(5)'(7)(制式の差分方程式体系は、 (5)'式が親のさ壁(t期、 t十1顛)における

大先行動から at，Rt+1の関係を、ま fこ(7)式と(8)式がt鶏の所得分配や親子の貯蓄行

そして集計生産関数から Rt+l，み，Ytの関謀、そして Yt+l，at，Ytの関係を表し

ているo これらの関様式を

(9) f(Rt十1，at) g(民主十1，at.Yt)

くと(9)式になるo

h (Yt+l， at， Yt) =0 

(別式の陰関数体系は、特定の regularityconditionのもと 的な唯一の解

(a， Y ，R)を持つ。ここで分析を欝単にするため、この連立方穂式からなる体系が

安定条件を満たし 、所得Ytが定常状態め水準にヨきる経蕗が保証されると長定す

る。常状態では(5)'(7)(8)式の添字tがとれるから、 (8)式で平均所得 いて解
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くと、 ylーα=n-"'(1 -at)α)-bα(1-p) ]になる c この均衡 Y を(7)式に代入し

て、 Rとa~二関する械式を得る。

{別式と側式で γf壌が決定されると、 aとRに欝する連立方程式が薙主主される c

f也のパラメータ…の鑑が確定されると、この連立方韓式から (a，Y，R)の解が求め

られる。

2.3 定常状態浪費分布

これまでの議檎で定常状態の(a，Y ，R)が得られた。 以下では、これらの値のも

とで定常状態における彊別家計の平均所書と所得分散、そして消費分布を求める方

法を示す。証意の定常状態の (a，R)のもと、 i家計若年者 1人の所得Yi刊の推移

/レ…ルは{印式のように、 W の労勢所得と織から移転される資本所講の合計である。

所得 確率

自主

W+ (l-z-a)RYt/ぉ

Y¥+l W+目立 R十zn/なーが}Yit(1-b)J/m

1九T+O

p 

(1-p) (m/n) 

(l-p) (1-m/n) 

親が確率pで鰭命すると、子供全員が(l-z-a)RYit/nの意醤せざる遺産を、

薙率(1ーがで長持すると、相貌人にする子供がなーが (m/n)の確率で[{(1← z-

a)R十zn/(l-p) }Y¥ (1-b) ] /mの意思的遺産をもらう。一方、 n-m人の子供

ははーがな-m/引の確率で、相続ゼロである。

(11)式の若年期所得の推移ルーノレは、マルコフ連鎖になっている。確率変数Yitの

分布が収束するための十分条件以、 Doeblin(または D)条静の充足である o D 

条件の充見が示す経済的な意味は、親の寿命・桔続パターンで、現衰の子f共世代が

桔輿なる(3つの)高得を持っていても、子供世代の子奈が(定常状態で}詫じ所

{平均と分散が間口を持つ経済を想議して議論してもいいということである。

仰)式から得られるやの平均と分散は間協式である。こここでx=l-z-a，q= 

(1-p)、F=n/m-qである。儲捗式は、 i家計が謀検料率 Zのもとで般代間移転

を殺げる場合、定書状懇における子食堂代の平均所簿と所得分散を議している。す

ると、現在の世代における所詩格差は先代からの世ft語移転の結果として考えられ

る。悩鵠式が意味を持つのは、分母が誌のときである o また EyiとVaryi誌 iと独

立だから、 EyiとVaryiを社会全体の平均所得や用手等分散とみなし、上添字 iを者
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くことができる。

(l~ EY=W/ 討、 πコ (l/n)・[Rp日-z-a)i (1-b) {Rな-p)(I -z-a) 

(13) VarYi= 

(l-b滞納骨十p}RL'-~ (I-b)Zx{ (l-b)F-p}RL型平島
q q必

l-bhX2 

3.棺読税の導入

部第の獄課方式若手金の経i斉に、北部税率九、 tbの相続視を導入した場合を考えよ

う。 talま前期遣さ設に対する税率、らは後期遺産に対する税率である。関連式は以下

のように書き蔵される G 後のシミスレーションでは、親の短命時の遺議(前期選

と長寿時の遺産(後期遺産)を差崩的に諜視する場合と、探険料率と相続税率

の草月上げを連動させる場合の 2つのケースが、高齢期の所帯格差に与える影響を

分析する o

(la) 時?xLじ(CJ+ppmV{R((I…灯-C1)/n' (l-ta)} 

十(l-p)p唱x{U(C2)+mV(R((I-灯一ω+江口/(I -p) -C2) /貯(1一 副

(2a) V(I)出迎ax[む(C2)+mV{ (I-C2)/m' (I一丸)} ] 

(3a) [(l-b) /bmJγ& (1-tb)日

ここで、制式を (la)式に代入すると

(5a)式が得られる。

(la) rになり、これを徴分して

(Ia) r 
がY;治 》iF[CIM/〈i…γ)十pρm&{R((I一山 C1) かむ-ω…γ/(l-y)

十(1ーがρb-Y{R ((l-z) Y -C1)十zYn/(I-p片山/(1…γ)] 

(5a) a-γ=pp・m/n・{:I((l-z-a) / n) -rRH(I -tal l-Y十R(l-p)pbγ・{R(l…z-a)+zn/

(I -p)}一γ

以上が、親の士、七十l期にお吟る鶏用最大化行重ちの結果である。次

労働力は N人、集計貯蓄は(l-bz-at)NYtである。また、将続税は (3a)(5a)式が
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ょう (b，a，Y，)を変イヒさ 変化させる。

コブコニダグラス型生産関数のもとで¥t十1期の資本(Kt+l)は(l-bz at) 

(0t+1)は(6a)式になる。 t十1期の資本収溢率は (7a)式である。

(6a) Ot+1 (nN) 1-" ((1-bz-at) NYt)' =n!-aN (1…bz-at) "Yt" 

(7a) =αn1-a(1-bz-at)← 1Yt'-1 

t十l菜障の若年者の総要素戸病尋は、 (1…α)OV-1と、

からの遺産 α0山担任-ta)+ (1ーがな-b) ら)]の合計である。この

辻、 意図せざる遺産 αO'+lP仕 と長寿詩の意図的遺産 αO山

(1ーがな-b)(l-tb)の和である。

能って、 t-1期の若年者の総要素所得 (1-α)0山一αOt+l[p

ta)ム(1 (1… b) (l-tb) ]ーTt+l、 Tt+1αO山 (1-p) (1-b)tbJである。

これを (6a)式を利用して書き直すと (8a)式になる。

(8a) 山口n→ (1…bz-at) "Yt a [1-bα(1…p)] 

(8a)式でYについて解くと、 α(l-bz-at)α1-bα(1ーが

になる G この均欝Yを(7a)式に代入して、 Rとaに関する錦式を得る o 持続税の

導入で(弘前が変fとすると、まも変化する。 た定業寵(a，R)のもと、 i

雪村欝入の若年英語訴簿の推移ルールは(l1a)式になる。

(l1a) 

戸病尋 薙率

W十(1-z-a)RY¥/ll' (1-ta)十 p 

W十[{(1-z-a)R+zn/ (l-p) }Yt(l…b)J/m' (l-tb)十T¥+l (l-p) (m/ n) 

W十T¥+1 (l-p) (l-m/n) 

[p・(l-z-a)RYiぬ+(l-p)・[{(l-z-a)R十zn/(l-p) }YI，(l-bltbJJln 

Ti
'立政府から i家計若年者 1人当たりの移転所得を殺す。政府は i家計の遺産に

梧続税を課して、これを i家計の若年者全員に平等に記る。能って、政宥の予算式

法明示的に;針葉揺されず、(l1a)式に Tiの形で合まれている。桟綾税の喜三分辻義註

ftから子境教代への移訟であるが、感課方式年金の記分は逆に子告全世代から移転で

ある o znニ (z'n/ ) . (1-p) iJ'-示すように、左辺の部険料殻収分を生きてい

る説(1-p)入に 1人満たり z'n/(lーがずっ給付する G 本織では相続税と年金の予

草制約を霞分している。

(l1a)式から

るが、平均

常状態における Yiの平均と

と同じである。

(12a) (13a)式にな

(12a) Eyi = W / (1ーが、 n=l/n・[Rp(1-z-a)十(l-b){R(1…p) (1-z一計十zn}]
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(13a) Varyiニ

2rp(xR (l-ta)) 2 .J...if {"D.J... zn¥ {1 _1-.¥ {1 _'- ¥ 1. 2 .J...~μ一計十 v2

(Eyi) 2 .L-:-_ _  ~十一{{xR十一号(l-b)(l-tb) P十 ヮ ーだ j 
nゐ n立1

1
1ム

X士三l-z-a、q= (l-p)、μコニpxR十q(xR十zn/q} (l-b) ， 

v=pxIミ九十q(xR-トzn/q) (l-b)tb 

相続税辻、高齢期の情費・遺産行動はもちろん若年期のi奇襲・貯蓄にも影響を与

える o この結果、資本ストックが変化する o つまり、相続寵の導入で、(a，b，R)が変

化する c 当然ながら、指読税が考慮されている(l3a)式は、相続税なしの鵠式に比

べ小さい値を持っと考えられる。しかL、相続税の影響で悶式の (a，b，R)はも辻や

じではない。従って、(l3a)式と鵠式の夜接的比較試意味がなく、相続税の導入

がi家計の定常設態所得の分散にどれほどの彰響を与えているかを確認するために

シミュレーションを待たね;まならない。

4. シミュレーション分析の結果

以下では、これまでの定性的分析の効果を るため、各ノfラメーターに仮想的

な植を与えシミュレーションを試みる c なぜなら、印式と加)式からなる非雛形連立

方翠式を定性的に解釈するのが難しいからである。

4.1 パラメーター・分析方法

基本パラメーター {γ，p，α，p，θ)の穫は(2，0.5，0.3，0.4，0.5)で、 (b，m，n， ta， tb) 

だけが変化するo(n，m，ta，tb)は外生であって、 bは〈θ，m，tb)が与えられると(3)式

から得られる o また、人口変化試 1期を30年とし、期間中一定の変化惑を仮定する。

分析手JI畏は、まず(p，a: ， p ， b， m， n， ta)の鎮のもとで、印式と(10)式の非擁務連立方

裡式を解いて、第 1期平均消費全向と科子率(a，R)を求める。連立方程式の解の計

には Gauss叩 Seidel議り返し、法を利現した。 a.Rから窓常状態の若年期所得(y)

が決まると、平均額持泊費は若手年期(EC1)が aEY、高齢期(EC2)がb{(l-z-a) 

去十zn/(l-p) }EY)、諸費分散は若年期(VC1)が a2VarY、高齢期(VCz)IJ1' b2 

{(l z-a)設÷窓口/(l-p) PVarYとして禅られる。また、雨期の定常設惑の

や遺産から(条件なし)期待鰐接効用(EU)を計算する a 続いて、所得(ニニ消
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の変動帯、数(h2ココVarY/EYZ、hC2=VC1/EC12ニニVC2/ECZ2、h2ニコhc2)を求める。

z は年金探検料率、 Rl~ま:意図せざる遺産 R(l…z-a) 、 Rzは年金を含む第 2 期嘗所

R(l-z-a)十zn/(lーがである o

消費分散(VCj，VCz) ，立案緊鑑に106を、間警の変動係数(h2)，ま102をかけた数犠で

表す。消費分散は絶対{童、所得語差は斯f専の変動保数にもとづくものなので、 ri甫

費分散の拡大J と「所簿籍差の拡大J が必ずしも一致しない場合がある。また、所

に比例する保険料に収益率n/(l-p)がつくから、高保険料率辻高給付を意味す

るG

4.2 分析結果

子世全員が相続人(畿2〉 所待格差辻義奇期遺産と後議遺農の大きさのさをによっ

て生じるの前額遺議は資本i院議率と p、令制司違憲は資本収益率と pのf駄に年金収設

率と bによって決定される。一定の探験料率 (20%) までは、所得格差が錨小す

る。もっとも所槽搭差が縮小するのは、 と後期遺産の額が間額になるとき

る。保険料率30予言でも、 し(ゼロ謀総料率)より所簿格差が小さい。

保険料率の引き上げで、一定の保険

表 2 全員相続(純粋科他主義、 b，m，n担 11.59，1，1)

z R1 R2 EC1 EC2 VC1 VC2 EU R a h2 

0.00 0‘329 0.329 0.655 0.323 0.126 1036 158 -6.262 仏語50 0.494 0.991 
0.05 0.313 0.413 0.597 0.324 0.144 563 112 ー-5.988 0.767 0.542 0.538 
0.10 0.293 0.493 0.548 0.310 0.158 202 52 -6.005 0.875 0.566 0.209 
0.15 0.269 0.569 0.507 0.290 0.169 25 8 -6.203 0.964 0.571 0.030 
0.20 0.244 0.644 0.474 0.26詰 0.179 4 -6‘529 1.026 0.562 
0.25 0.219 0.719 0.447 0.242 0 188 98 59 -6桑田o1.05告 0.543 0.166 
0.30 0.196 0.796 0.424 0.219 0.198 231 189 …7.4き21.068 0.516 0.482 

表 3 長寿社会製相続(均分相続制約下の選訴事j他主義、 b，m，n信号.74，11.5，1)

z R1 Eミ2 Y EC、 EC2 VC1 VC2 EU R 呂 h2 

0.00 0.337 0.337 0.339 0.145 2380 437 …5.075 0.807 0.582 2‘076 
0.05 0.324 0.424 0.520 0.327 0.163 2001 498 -5.018 1.008 0宥 628 1.874 
0.10 0.306 0.506 0.469 0.304 0.175 1601 533 -5.190 1.2120.648 1.738 
0.15 0.283 0.583 0.426 0.276 0.183 1288 56号 -5.513 1.398 0‘6481.690 
0.20 0.257 0.657 0.3号20.248 0.190 1086 636 -5.950 1.546 0 ‘634 1. 762 
0.25 0.230 0.730 0.364 0.222 0‘196 977 763 -6.481 1.645 0曹 610 1.告さ1
0.30 0.205 0.805 0.342 0.198 0.203 975 7.099 1.6号40.579 2.363 
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表ヰ 欄続税{組収会鰻を移転、 ta，tb，b，m，nロ 0.3，0.3，0.54，1，1)

Z R， R2 EU R a ザ

0.00 0.327 0.3270.6790刷 314 0.120 402 59 -6.901 0.607 0.462 0.408 
0.05 0.310 0.410 0.624 0.317 0.139 197 38 一6.547 0.702 0.508 0.1きる
0.10 0.2き10.491 0.578 0.307 0.154 54 13 0.786 0.53合 0.057
0.15 0.268 0.568 0‘540 0.289 0.166 l む -6.66き 0.852 0.535 0ρ01 
0.20 0.245 0‘645 0.508 0.268 0.177 24 11 --6.965 0.895 0.527 0.034 
0.25 0.222 0.722 0.482 0.245 0.188 95 56 -7.377 0.917 0.508 0.158 
0.30 0‘200 O.き00 0.460 0.222 0.199 183 147 -7.903 0.922 0.483 0 .371 

5 組続税(前期通産重諜組後期遺産軽課税、 ta，tb， b，m，n= O. B， 0.3，0.54， " 1) 

Z R， R2 EC， ECz VC， VCz EU R a hz 

0.00 0.327 0.327 0.690 0.305 0.122 17 3 -7.411 0.586 0.442 0.018 
0.05 0.311 0.411 0.642 0.307 0.143 l O 0.661 0.47き
0.10 0.294 0.4号40.603 0.2号70.161 39 12 -7‘06き 0.721 0‘493 0 ‘045 
0.15 0‘274 0.574 0.570 0.281 0 177 118 47 7.243 0.765 0.492 0.150 
0.20 0.254 0.654 0.544 0.261 0.1号3 216 118 …7.559 0.793 0.480 0.317 
0.25 0.234 0.734 0.521 0.240 0.207 316 236 -8.003 0.808 0.461 0.550 
0.30 0、215 0、815 0.500 0.218 0.221 404 414 -8.578 0.814 0.436 0.848 

s 相続税(前期遺産軽謀説後期遺窓叢課税、 ta，to ，b， m， n = 0 . 3 ，0 . 6 ，0 .47 ， 1 ，1) 

Z R， R2 EC， ECz VC: VC2 Eじ R a h2 

0.00 0.323 0.3230.711o 301 0.108 605 78 一7.851 0.560 0.423 0.668 
0.05 0.306 0.406 0.656 0.310 0.126 427 70 一7.308 0.641 0.473 0.444 
0.10 0.285 0.485 0.607 0.304 0.139 236 49 0.715 0.501 0.255 
0.15 0.262 0.562 0.566 0.2きo0.150 95 25 7.243 0.77岳 0.512 0.113 
0.20 0.237 0.637 0.531 0.270 0.160 20 7 -7.493 0.813 む.509 0.027 
0.25 0.213 0.713 ふ502 0.248 0.169 。O -7.875 0.833 0.4部 0.000
0.30 0.191 0.791 O.差78 0.226 0.178 16 10 -8.379 0.836 0.472 0.031 

7 椙続税と年金の連動(前後期遺産無差到に、高保険料率と高率謀説、

ta， tb ，b，m，n= 0.3---0.6，0.3---喜雄 6，0.54---0.47，1，1)

Z R， R2 EC， EC2 VC， VC2 Eむ R a h2 

0.00 0.327 0.327 0 ‘679 0.314 0.120 402 59 -6.901 0.607 0.462 0.408 
0.05 0‘310 0.410 0.630 0.315 0.13き 157 30 -6.6850.6路 0.500 0.158 
0.10 0.290 0.490 0.5き20.304 0‘151 28 7 …6.785 0 ‘751 0.514 0.030 
0.15 0.267 0.567 0.562 0.286 0.163 l O -7.092 0.785 0.5090ρ01 
0.20 0.245 0.645 0.541 0.265 0都 175 29 12 -7.566 0.792 0.490 0.041 
0.25 0.224 0.724 0.527α243 0.186 72 42 -8.211 0.777 0“462 0“121 
0.30 0.205 0.805 0.517 0事 220 0.196 105 83 -9.064 0.747 0.426 0‘216 
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るが、高齢鶏の諸費分散の絶対{違法拡大する o料率(15%) まで所得格差

l土、保険料率の引き上げで所得格裁も拡大する。長寿社合(小さいが

高年金給封や高い資本l[文語率で増えた高齢期資産が、長寿で、選別相続されるからで

ある。

(若年期はもちろん)高齢期の所得格差が縮

ここでは親が税引後遺識を確保するため、噌
ム
》
げ

す

る
加

あ

増

で
が

ら

簿

カ
所

た
の

せ

態

さ
状

小

禽

縮

{

況

を務
風

巾
間
間期

表 2+税導30先の相統税(ま景品)

小し、

潟保険料率時には後期遺産に重課税、 f底謀険料

率時には前期護産に重課税する方が舟得格差を小さくする。前者の場合、年金を

む大きな後期遺産が課税されるので、選別相統による若年期の所得格差か報小され

遺産の差Jm諜税(濃 5、表 6)

より4に比べ、両期の沼費性向は減少、所得水準は増加する。後者の場合、る。

大きい前患遺産への麓謀説で、若年期の所祷格差が稽小される c 表 4に比べ、若年鶏

の消費性向が減少、所得水準誌増加する。

表 4の経済に比べ、所簿水準は

これは相競税による再分配や務年期・高齢期の消費性増加し所簿搭差は縮小する。

向の減少による効果急である。

感応成分析

G高il長綾料率のもとで訴簿格差が高い争議保険料率のもとでの後期遺産議諜税が

高齢期の所痔搭差を縮小させるという 2つの結論の安定性を竣蓋しよう。

まず①と関連して、 γ=0.5とのケースを議べよう。 Y二 0.5 の経済では、

若年類の貯撃が抵下し資本収説率が高い。議別柏絞めもとでは保険料率が上昇する

4.3 

h
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漆
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事
選

のとき、3と同じ)(表 8、ほど所持格差が拡大する。また、長寿でpが O

低保険料率より高保険料率のもとで所得格差が大きいo pの議小は、若年期の貯蓄

をもたらし、全体貯蓄を減少させ資本収益率ざる)を上回る

。ム
柑
h
 

1.257 

1.483 

1.706 

1.917 

2.108 
2.26号

a 

0.508 

む.527

0.538 

0.544 

0.544 

0.539 

0.529 

R 

G都 784

0.883 

O ‘吉宮4
1.116 

1.249 

1‘394 

1‘549 

…。/“
一ハ
U

U
一
足
J

E
一7

7.637 

-7.908 

8.327 

-8.918 

-9.732 

長寿社会型椙読 (p，b，m，n口 0，0.74，0.5，1)
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0.255 0.151 816 288 

0.243 0.153 879 34号

0.22官舎.153 894 3約
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せる。これに高いf射食料率による高給付が結合されると、高齢期

増加し譲別桔続による所得格差が大きくなる。さらに、 pの縮小で年全収議率が資

本~又益率より低い場合 (pニ O、 Z耳目%~30%、 P ごと 0.3、 z=25%-30%) でも、

保険料率で訴得格差が大きい 。そして nが lより小さくなり(つまり人口議少)

年金収論議が資本収主主主幹より慧い場合で、も、抵探検料率より高保設料率で所得籍差

が大きい。

次立、舎の高保験料率のもとでの議期遺産重課税の場合、長寿社食器遺産行動で

も所得格差か精小し、表5、薮6の全員桔殺の経済での効果と閉じc"ある。

要するに、 1)スク回避度 γ、死亡確率p、人口ロの変化、そして全員相続から

寿社会型遺産行動への変化に関わらず、本稿で得た定性的結論は逆転きれない。

5.結論

高い悌険料率の慈諜方式の年金のもと、親による選結相続は若年鶏はもちろん年

金が絵付される高齢期の所簿格差をも大きくする O 本稿で薄られた結果は、第 1に

・高保験料事社会でみるほど、高齢鶏の所帯格差{または諸費分散)が大きい。

この理由は、高給付や高い資本収益率によって大きな(資産を含む}所得を

議期の親が、子住に選別的に精読させることで生じる若年期の所帯接差が、所得比

例tの年金や高い資本誌議率によって予鉄世史の高齢期までつながるからである。第

2に所簿格差の是正に糧続税を利用する場合、低保険料率では短命して残す蔀期遺

産に重課税、言語集険料率では長寿して残す後類送量産に重課税すべきである。散に、

報読税率を保験料率の引き上げに合わせ引き上げることも有効策でみろう。

uまAbel(1985)の利己主義モテツレ・積立方式年金での結果とは逆の結果で、

Chu (1987)の全員特援の王朝モデル (dynasticmodel) ・積立方式年金での結果

とは、高f呆強料率のときの所得搭壁の大きさで紹興なる。 Chuは探検料率の上昇

で消費分散が縮小から拡大に転じる場合があることを指摘しているのに対してー

は高保険料率 (30%台)のときにもっとも所得格差が大きいと指議している o

w の領売は、死亡確率 pが小さくなる誌ど明確で、ある c 第 2，ま「保有期間が長く、

機会利得が大きい前期遺産 き」という議論 が、謀部険料率のもと

では成立しないことを示している。

ら得られる

の引き上げによる

は、高欝期の所得格差の縮小はは、相続税の実効税率

(資産を食む)所鐸格義の是正が高齢期の年金給付の充
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実fとより荷効である点である o また、結論は長寿社会型遺産行動という前提にもと

づいて揚られた。間選議仔動に対する実証的裏付けがなされるまで、本稿誌今後の

織論の方向性を示した予鑓的考察としての意味を持つだろう。ここでは高齢期の所

得分散だけを議論したが、所講水準や期待効用山主目して遥正銀験料率を議論する

ことも あろう。

注 釈

本稿の作成について一橋大学のお弘光、聖子口悠紀雄、寺西重郎、刈滋武昭、極道栄治、間

入、や為宏之、深尾京湾、議活慎ーの諸教授、また本誌のレフェ 1)…から貴重なコメントを裁い

た。残る誤謬はすべて緩殺に得するc

1) 資本収益怒が内生イヒされる CD資本収主主主事 iえは積立方式より量産課方式で高く、間方

式問の資本収益率差は依保険料率より高保険料，主役ご大きい。 @Rくnの場合 (nは人口出険加

若手}、年金収益率は緩立方式の R/(lーがより賦課方式のお/(1-:p)が高い (p'立死亡磯率)。

①舎の成立時、若年期貯蓄と年金給付による高齢期所得と、所得分敢に比例する消費分散は、

積立方式より賦課方式で、低保険料率より高保険料議で大きい。

2) Chu (1鵠7)のtable 1 -3参照。ただ、 table3の γ=0.5の;場合、

美男の消費分散が低保険料彩での消費分散より大きい。しかし、この場合にも変動係数で、比較

した所得(=消費}格差は、低保険料率より高保険料率で縮小している。

3 ) ここでは、親がよ子洪の行動までを考慮する B邑Tnheimet al. (1終的、 Cox(1987)などの戦

略的遺産動機と透って、子供のアクションを裁が考慮していない。駒村(1百94) は高鈴者の

資産デー夕、大竹・ホリオカ(1994)は仕送り金や掲居行動のデータ安利用したそれぞれの

ブロピット分析を逐じて、親が子供の行動に対する見返りと

約な遺産動機を確認している c 選別遺産動機または利

を配分するという利己

一定規模以上の資

産を所有している高齢者ほど強く現れる o A1tonji邑tal‘(1992)は、アメリカで純粋利他主

義の存在が検ままされないと主張する。

り (財)臼本チャ 1)ティ協会が、東京の各地区殺人クラブに所属する17詩人{努1004入、女

776入、 60代26%、70代60%、初代13%) を調資した。穏続対策に関心そ待つ者が男52%、

女42%なのに、 ている者は 7%、 6%であった{朝日新聞1989.9 .13) 0 

5 ) 優遇の根拠は、 ろう。 19初年の民法改正(第904粂のわ

で、親への笈献に対する寄与分として財産分与を受げられるようになったc しかし、苓与分

の算定をめぐるトラブルが2蓄し間法相続人の寄与分の明確な規定が問題になっている(日

潔想介、草月B新顕玲90‘4.25)。

6 ) 妻子口(1992)、八代(1993)p. 40 (図心、大竹(1994)p. 388 (弱 2)参照。後者の記述
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i立、大竹(1994)p. 388 (図 2)参照。この結論i立、クロスセクション・データからのジニ係

数にもとづいている。 1984年の60-斜歳爆に比べ1989年の65-69議j替でジニ係数が高い。こ

のことは1984年の65-69歳層や70-74歳還にも適用される。

7) 厚生省 (1988，1994) を利用した本稿の分析。所得の変動係数i立、全体が1986年の0.709

から1992年の0.6581之、 f士泰ありが0.713から0.618に縮小しているが、仕事なしは0.622から

0.627に拡大した。仕事ありの所得格差橋小の理由のーっとして、在職老齢年金が持つ間接

補助金効果と 1990年の間年金の減額率改定による中関所得層の就労滋加が考えられる。

8) 高山 (19合2)、高山他(1994)。閉じ「全欝消費実態語笈J 1989を利用した八代(1993) は、

高齢者f投手警の資産分布が勤労務世帯のそれより係っていると指摘している (p.41の凶 5A)o 

き} 大竹 (1994)p.388o 60歳以上の世帯で単独か夫婦のみの世帯の比率は、 29.9%(1980年)

から40.4%(1992年)に増加した。後者の記述は大竹(1994)の図 lと表 l参照。 r主主し

い」高齢者没幣数の婚加による「世帯構成変化効果」 は、真の不王子毒事度の増加とは区別きれ

なげらばならない。世帯構成変化効果による不平等は、照山・伊藤(19苦心カ吋旨摘する「見

せかけの不平等(1JJにあたる (p.284) 0 

10) 高UJ他(1994)0 Weil (1994) もアメリカの高齢者の塁守護主容がプラスであると指摘してい

る。一方、大竹・ホ 1)オカ(1部品)は殺から子供への純移転〈遺産一子供が遺産をもらうま

でにかけた諸コスト)が、ぞれほど多くないと主張する。その根拠として、殺の高い貯蓄率

にも関わらず子供世帯の資産格差がそれほど進んでいないことを上げている (p.240)。

11) 舎は FIurd(1990) tabl母11-12、②はひeaton子 axson(1的4)fig.2。

12) 長寿社会設遺産行動十積立方式年金の場合、保険料率の増加によって消費分散は一議保険

料禁容(10%) までは減少し、その後増加に転じる o これを全長童相殺十積立方式年金を想定す

るChu(1987) とj比較すると、低い保険制率 (Chuでは20%)で、消費分散が増加に転じる点

が椋異なる。従って、保険料率の増加で消幾分散は増加する

行動に賦課方式年金会考慮した点から来ると考えられる。つまり、

益率が高齢期の所得を増加させ、これが選別格続され若年鴻の所得格差妥当?拡大させるからで

ある。

13) 労働所得に保険料率を掛けるのが現実的で、ある。しかし、本稿で、は若年期の所得去をが遺産

などの資産所得から生じる(労働所得は一定}ので、君主が出る総所得に保険料率を掛けると

る。この Chu(1987)の想定を採用する潔白は、本稿グ〉呂的が伎の結果仁比較するこ

とにあるからである。この設定が本事警の結論を導いたとする野口教授のご指織があるが、閉

じ設定から得られる結論は本稿と Chuでは大きく相異なる。資産所得が若年期の人的資本

の蓄積につながる場合、資本所得から係険料をとるという設定の非提案伎は弱まるだろう。

として Chu(1987) p .193の注3

14) このような定式イむは、 Yarri(1965) などで、利用されているoこれを Abeland Warsh・

設wsky(1部7)が rjoyof giving滋産動機J と定義している。

15) 定索状態の存在と安定性に関する議論は、線形の場合は Gandolfo(1980) pp .108-115、

136-139、非線形の場合は向警の pp.428叩 459滋月言。 r安定条件」と i之、遊分方程式から誘導
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;:;れた特性方程式の根が、実数または複素数であれ絶対伎が lより小さい粂件で、ある。つま

り、すべての援が複素数王子節ょの単位向 (unitcirclりの内蕊に存在する条件である

の(8)式は非線形の差分方程式になっているので、通常はこれらを線形近似して

から安定条件を求める方法がとられる c 線形近{訟については Stokey叩 Lucas(1989) 

pp.148-156参照c

16) Stokey-Lucas (1989) pp. 344…351、および Doob(1953) p刷 192、2560 D条件は、状態

思rgodicsetと不変分布が、無線にあるか一つもないときを排徐し、 Y'tの推移確率を

汚ミゴrMarkov行列が収束することを保設する。つまり、 D粂fやの充足→干の推移確療を表

の収束→ yiの分布状建立のように整理される。

17) 粉続税の課税対象を表3にしなかった理由は、相続税の効薬が長寿社会聖遺産行動の効泉

と滋じってしまうことを妨ぐためでるる。また、所得増加は純粋利他主義仮定と γ

悶するので、長寿社会型相続や利日主義で、貯蓄が増加するとは限らない。こ

くなり、需要減少が組こるからである。

18) .0の場合、期待効用から判断される適正保検料率は 5%か10%の水準である。これ

が γ口 0.5の場合にはゼロになる。つまり鶏待効用からみるとふ年金なしの経済がもっと

も好ましいことになる。保険料主総{!oのコーナー解i立、Ii!il主主薬索イ隠格を採用する Eckstein

et al. (1持5)、Abel(198むなどがfull-insuranceのコーナー解を得ていることと対比さ

れる。

19) pの縮小は、資本の収益率に 2つの/レートで影響を与える(7式)0 遺産の減少と Yの滅

少をもたらし Rを増加させる効巣が1つ、司の減少が貯蓄を?増加させ Rを低下させる

がもう lつである会 WJJえば、保F食料霊祭zココ 0%の場合は後者ーの効果が大きく f!hきRが低下す

るe しかし z=30%の高保険料率では、可処分所得の縮小で後者の効果がそれほど働かない

から R るG つまり、 pの変化は年金の収益率と資本収裁選終にともに影響を与える。

20) 長寿社会型遺産行動のもとでは、保険料率30%で、も殻保険料率(ゼロヰ霊会

む)よりも所得の不平等を押さえている。 h2は30%が0.01338、。%が0.02784、 5%が

0.015780 

21) 野口(1仰心 p.120参照c
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付錦

(11)式から EYit+l=VV十 7rEY¥の関係式を得る。 1-π>0で、あると、定常状惑の平場所得

EY'はW/π)になる。また(11)式から次の関係式が得られる。

ここで、

).-}、

E(yi山 IYit)=W+πY¥、
Vadyi色村 I Yit) ニ

-p) (1-b)2{ (1 

Var[E(Yit+l I Yit) ] =π2Varyi乞

E [VadY¥+l I Y¥) Jニ

R斗7r2J
1-p 

Eyi円 hi(l-p)(l-b)2{(1-z-a)RJL}2-
nm - -， --

• 
1-p 

[Var(Yit)ト(EYit)2J 7L
2] 

の関係省?得るc

ここでφは

である。

2 n 

次に、公式の

V紅 yi
t+l

を利用して、

よ(1-p)(1-b) 2{ (トz一知子n

l-P 

(Y¥+l ， Yit) ] + Var [E (Yit+l ， Yit) ] 

VarY't+:φVarY¥斗〔争7r2J(EYit) 2 

の関協を得る。

このとき、 1-φ>0、[φ…だ2J>0の調係が慌たされると、窓常状態における所得Yへの
分散が存寂するφx=l-z-a、q=l-p、F=n/mーな…p)と入れ替えて式を整理する

と、(13)式が得られる φ
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